
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

産 公

Ｊ Ｒ

12-089

ベトナム社会主義共和国 

通関電子化促進プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

産業開発・公共政策部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2012年）  

平成 24 年３月 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ベトナム社会主義共和国 

通関電子化促進プロジェクト 

詳細計画策定調査報告書 

産業開発・公共政策部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2012年）  

平成 24 年３月 



 

序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ベトナム社会主義共和国から日本政府に対して提出された要

請に基づき、同国の通関電子化促進支援に係る情報を収集し、同国政府と協議を行うため、2012

年2月に詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、本無償資金協力要請に係る準備調査結果を踏まえつつ、同国政府関係者などと協

議を行い、また税関行政に係る現状調査を行いました。 

帰国後に資料を取りまとめ、ここに本報告書完成の運びとなりました。この報告書が今後の

本プロジェクトの推進に寄与し、関係者の参考資料として活用されれば幸いです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成24年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 桑島 京子 
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導入拠点：GDVC（ハノイ）、全 33 管区税関及び 194 出張所 

（上図では、GDVC 及び管区税関のみ表示） 



写     真（既存状況） 

  

写真１：GDVC 新庁舎建設現場標識（完成予想

図）。左奥がデータセンター棟（5 階建）。 

写真 2：GDVC 新庁舎事務棟建設現況（2011 年

12 月 8 日撮影）。 

  

写真 3：データセンター棟建設現況（2011 年 10

月 21 日撮影）。基礎工事段階。 

写真 4：データセンター棟建設現況（2011 年 12

月 8 日撮影）。3 階部分まで建設進捗。 

  

写真 5： タンソンニャット国際空港税関輸入通関

部門。輸出入申告の件数の増加に伴い、30 以上の

窓口で対応している。 

写真 6：タンソンニャット国際空港税関輸入通関

部門。税関審査を待つ申告者。 



 

 
  

写真 7：ドンダン税関（中国国境）。手書きの紙で

申告及び税関審査が行われている。 

写真 8：ディンヴー港税関。計算機で申告書の税

額計算チェックを行う税関職員。 
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第１章 調査実施の背景・目的 
 

１－１ 調査の背景 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）は、1986年のドイモイ（刷新）政策導入

以降、継続的に経済成長を達成してきており、2009年の実質国内総生産（Gross Domestic Product：

GDP）成長率は5.3％、2010年は同6.7％と東南アジア地域のなかでも比較的高い成長を達成してい

る。この背景には2007年1月の世界貿易機関（World Trade Organization：WTO）加盟以降、急速に

伸びた外国直接投資が挙げられるが、これに比例し、輸出入量も年率10％を超える伸びをみせる

など飛躍的に増大している。また、東南アジア地域各国は、2010 年10 月28 日にハノイで開催さ

れた第17 回東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations：ASEAN）首脳会議におい

て、ASEAN 域内における物理的、制度的及び人と人との連結性の強化を図る「ASEAN 連結性マ

スタープラン」を採択するなど、2015年までのASEAN共同体実現のための取り組みを継続的に進

めている。 

なお、国境を跨いだ物流の円滑化・迅速化を通じた地域協力・地域統合の推進については、わ

が国政府としても、アジア諸国と日本のシームレスな物流の実現を目的とする「アジアカーゴハ

イウェイ構想」を貿易円滑化の共通目標としてアジア各国と共有し、その実現をめざすべく具体

的な支援を展開してきている。2010年には、わが国は日本・ASEAN首脳会議やアジア太平洋経済

協力会議（Asia Pacific Economic Cooperation：APEC）財務大臣会合の場で、域内の貿易円滑化を

促進するためアジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）を通じた2,500万USドル規模の支

援策を表明し、またJICAとわが国財務省関税局、ADB、世界税関機構（World Customs Organization：

WCO）が一体となって、アジアの更なる貿易円滑化による連結性向上を追及すべく、支援対象国

ごとの協力マトリクスを整理し、課題に応じた連携支援を進めているところである。 

このような状況の下、ベトナムは、国際物流の著しい増大及び高度化に適切に対応し、自国の

投資・ビジネス環境整備につなげるべく、2012年までのナショナル・シングル・ウィンドウ1実用

化や通関手続きの簡素化・国際的調和化といった税関行政の近代化を強力に推進している。 

こうした課題を解決するためにベトナム税関総局（General Department of Vietnam Customs：

GDVC）は、「税関近代化5カ年計画」に基づき、必要な法・体制整備や人材育成等を行ってきてい

るが、加えて通関手続きに係る包括的な情報技術（Information Technology：IT）システム構築も重

要な戦略として位置づけている。この通関ITシステム構築のために、世界銀行（World Bank：WB）

の税関近代化プロジェクトが2005年より開始されたが、活動の大幅な遅れにより、当初プロジェ

クト期限を前に所期の目的を達成しないまま終了してしまい、現在はGDVCが独自に開発した通関

システムを活用するにとどまっており、ナショナル・シングル・ウィンドウ機能を含む包括的な

通関ITシステム構築が急務の課題となっている。 

かかる背景の下、GDVCは、わが国財務省関税局をはじめとする関係機関が使用している輸出

入・港湾関連情報処理システム（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated System：NACCS）

及び通関情報総合判定システム（Customs Intelligence Database System：CIS）の技術的優位性にか

                             
1 ナショナル・シングル・ウィンドウとは、貨物の輸入手続や船舶・航空機の入出港手続に関係する税関と関係省庁のシステム

を相互に接続・連携することにより、1回の入力・送信ですべての手続きを行えるようにするもの。ASEAN諸国では、2012年

までに各国でナショナル・シングル・ウィンドウを整備し、これを相互に結んだASEAN シングル・ウィンドウの実現をめざ

している。 
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んがみ、NACCS・CIS技術を活用したベトナムにおける通関ITシステム構築に関し、わが国に対す

る無償資金協力を2011年9月に要請した。 

これを踏まえ、JICAは2011年10月に本要請に係る概略設計調査を実施し、協力内容や概算事業

費の検討を行い、2012年2月の閣議で決定し、同年3月22日にベトナム政府との間で交換公文が署

名された。 

一方、システム導入にあたっては税関分野における既存の法規制や業務プロセスを見直すとと

もに、新システムについての関係者への周知・説明等、同システム導入に向けた周到な検討・準

備が必要となるため、ベトナム政府は当該課題に対応するための体制づくりや人材育成に係る技

術協力プロジェクトを要請し、わが国政府により実施採択となった。 

 

１－２ 調査の目的 

通関ITシステム構築に係る無償資金協力準備調査結果を踏まえつつ、ベトナム税関行政をとり

まく現状と課題を整理するとともに、本件協力にあたって評価5項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）に沿って評価する。加えて、ベトナム側とともに、プロジェクトの詳細活

動計画について協議・合意し、その内容を協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）として取りま

とめ、署名する。 

 

１－３ 調査団の構成 

 氏 名 担当分野 所 属 期 間 

1 田中 資記 総括 JICA 産業開発・公共政策部 2/5～2/11 

2 辻 研介 協力企画 JICA 産業開発・公共政策部 行財政・金融課 2/5～2/11 

3 小嶋 道人 税関行政 財務省 関税局 参事官室 2/7～2/10 

4 南沢 邦保 システム開発 財務省 関税局 総務課 事務管理室 2/7～2/10 

※総括（団長）、協力企画団員については、本調査に先立って行われた通関ITシステム構築に係る無償資金協力準備

調査「税関近代化のための通関電子化及びナショナル・シングル・ウィンドウ導入計画」の報告書案説明調査と

連続で実施。 
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１－４ 調査日程 

 日付 曜日 行程（JICA） 宿泊先 

1 2/7 火 

総括、協力企画団員は2/5に現地入りし、2/6、2/7とGDVC

と別途協議 

（税関行政団員、システム開発団員） 

18:00 成田発（VN3311） 

22:25 ハノイ着 

ハノイ 

2 2/8 水 

9:00 GDVCとの協議（新規技術協力プロジェクト枠組み

案、M/M案） 

14:00 GDVCとの協議（プロジェクト枠組み案、M/M案） 

〃 

3 2/9 木 
9:00 GDVCとの協議（プロジェクト枠組み案、M/M案） 

14:00 GDVCとの協議（プロジェクト枠組み案、M/M案） 

〃 

4 2/10 金 

9:00 M/M署名 

14:00 JICAベトナム事務所報告 

15:00 大使館報告 

〃 

5 2/11 土 
23:55 ハノイ発（VN3310） 

6:40 成田着 
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第２章 ベトナム税関の現状・課題と取り組み状況 
 

２－１ ベトナム税関の現状・課題 

２－１－１ ベトナムにおける国際貿易状況 

ベトナムは、1986年のドイモイ（刷新）政策導入以降、市場経済化を進め、高い経済成長率

を継続的に達成している。また、2007年1月のWTO加盟以降、対内直接投資の増大と相まって、

国際貿易量が増加しているが、税関への輸出入申告件数の伸び率は経済成長率を大きく上回っ

ており、この状態は今後も続くものと見込まれている。 

 

表２－１ ベトナムの実質経済成長率及び国際貿易状況 

輸出 輸入 

年 

実質経

済成長

率（％） 

金額 

（100万US

ドル） 

伸率

（％）

申告件数

（1,000件）

伸率

（％）

金額 

（100万US

ドル） 

伸率 

（％） 

申告件数

（1,000件）

伸率

（％）

2006 8.2 39,826 - 1,124 19.8 45,015 - 1,195 19.3

2007 8.5 48,561 21.9 1,385 23.2 62,682 39.2 1,356 13.5

2008 6.3 62,685 29.1 1,560 12.6 80,714 28.8 1,723 27.1

2009 5.3 57,096 -8.9 1,620 3.8 69,949 -13.3 1,892 9.8

2010 6.8 72,192 26.4 2,007 23.9 84,801 21.2 2,157 14.0

2011 5.8 - - 2,159 7.6 - - 2,356 9.2

2012 6.3 - - 2,353 9.0 - - 2,574 9.3

2013 6.8 - - 2,607 10.8 - - 2,806 9.0

2014 7.2 - - 2,780 6.6 - - 3,014 7.4

注：イタリックは予測値。 

出典：国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF）（実質経済成長率）、WTO（輸出入金額）、GDVC（輸出入申告

件数） 

 

２－１－２ ベトナムにおける通関業務面の課題 

（1）通関手続きの効率性 

世界銀行が隔年公表しているロジスティクス・パフォーマンス・インデックス（Logistics 

Performance Index：LPI）において、各国の通関手続きの効率性の評価値が示されているが、

2010年版のベトナムの評価値は2.68であり、ASEAN内先進諸国であるシンガポール（4.02）、

マレーシア（3.11）、タイ（3.02）とは差が見られる。 

 

（2）通関業務及び手続き上の現状と課題 

2011年に実施されたJICA調査「メコン地域における物流促進のための通関業務の改善に

係る調査」によると、ベトナムにおける通関業務及び手続き上の問題として、一般的には

以下の点が課題として指摘されている。 

1）ベトナムにおいては、ベトナム関税法（No.29/2001/QH10）（2001年6月29日）により税

関手続きが行われているが、本法律には改正前後の京都規約の規定の多くを含んでいな

い、また、同法はWTO規則にも準拠しておらず、実施規定の効力が弱いという点が世界

銀行、ADBの調査報告でも指摘されている。そのため、ベトナム政府は税関手続き近代
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化のため関税法の条項の改正や追加等の変更がなされてきているが、同国関税関連法が

国際的な枠組みに準拠するようになるには、①評価・関税分類・原産地、②通関業者の

業務知識、③より広範囲な執行権限、④電子商取引、⑤リスク管理、⑥事後調査、に関

する条項について更に整理する必要がある。 

2）ベトナムは関税評価については、関税評価に関するWTO協定（Agreement on Customs 

Valuation：ACV）を適用しており、特に取引価格を主要な方法として採用している。GDVC

は、ACVを適用することの利点として、①客観性と透明性、②企業責任の向上、③リス

クマネジメント、④物理検査の削減、⑤通関の一層の迅速化、を挙げている。同時に、

ACV適用過程における誤評価、虚偽申告、歳入現象等もあり得ることから、①疑義のあ

る伝票を検査するための適性価格データベースの整備、②事後調査の適用等を今後の課

題として認識している。 

3）GDVCは、税関検査においてグリーン、イエロー、レッドの3段階の判定基準を有しリ

スクマネジメントを実施している。これら分類は、①通関法、輸出入関税に関する法律、

その他関連法規制、②リスクマネジメント・システムの結果、③通関手続きのプロセス

において得られるその他の情報、によってなされているが、税関職員の裁量によって検

査レベルが変更される可能性があるうえ、リスクマネジメント・システム（データベー

ス）の精緻化が課題となっている。 

4）ASEANイニシアティブの下でナショナル・シングル・ウィンドウ計画を推進している。

「ベトナム決定No.2599/QD-BCDSW」（2009年10月21日）に基づいて、ASEANシングル・

ウィンドウに関する運営委員会が設立されたが、関連省庁間のITシステムの互換性、政

府部門と民間部門の情報共有メカニズム構築等の課題に直面している。 

5）また、ベトナムの通関業務において民間企業から指摘の受けた問題点は以下のとおり。 

 関税分類の見解が税関職員の間で統一されていない。 

 2008年から導入されている電子通関（e-Customs）の通関申告時の利用が限定的であ

り、許可通知も電子データ交換（Electronic Data Interchange：EDI）ではなくハードコ

ピーで実施されている。 

 通関手続きには必ず署名原本と社印のある通関書類の提出が要求される。 

 通関申告過程で金銭が要求されることがあり、物流コストが割高となる。 

 

（3）電子通関に係る現状と課題 

ベトナムにおいては、2010年12月時点で、独自開発による電子通関のためのシステムが

全33管区税関のうち13管区税関に導入されているものの、電子通関手続きの利用は、申告

件数の10％、輸出入申告額の23％、徴収税額の16％、申告企業の6％にとどまっている。ま

た、申告処理時間の短縮という通関手続きの電子化に期待される効果も利用者に実感され

ていない状況にある。なお、また、現在のシステムは、ナショナル・シングル・ウィンド

ウ機能を有していない。 

 

２－２ ベトナム政府による通関情報技術（IT）システム構築を通じた税関近代化への取り組み 

２－２－１ 開発計画 

ベトナムにおいては、これまでも税関の近代化に関する種々の計画が策定されているが、財
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務大臣からの提議を受けて2011年3月25日に首相決定がなされた「2020年までの税関近代化戦

略」（No. 448/QD-TTg）においては、IT技術に基づき、リスクマネジメント手法を広く適用した、

国際慣行と調和した透明で簡素な税関手続きを実現した、ASEAN内先進諸国と同等の近代的な

税関を構築することが全体目標とされている。 

GDVCでは、同戦略の下、法制度及び業務プロセスの見直し並びにこれらに対応したITシステ

ムの導入を通じた税関の近代化に取り組んでおり、わが国で使用されているNACCS及びCISの技

術を活用した通関ITシステム（以下、「VNACCS・VCIS」と記す）の構築を目的とした無償資金

協力を、当該取り組みの中核に位置づけている。 

 

２－２－２ 無償資金協力「税関近代化のための通関電子化及びナショナル・シングル・ウィ

ンドウ導入計画」の概要 

（1）無償資金協力の概要 

1）無償資金協力の上位目標とプロジェクト目標 

本無償資金協力は、ベトナムにおいて、通関手続きが迅速化されるとともに適切な取

り締まりが行われることを上位目標とするものであり、ベトナムにおいて、NACCS・CIS

技術を活用した通関ITシステムであるVNACCS・VCISの構築を通じて、ナショナル・シ

ングル・ウィンドウの導入を含む税関行政の近代化が図られることをプロジェクト目標

とする。 

2）無償資金協力の内容 

本無償資金協力は、NACCS技術を活用した電子通関とナショナル・シングル・ウィン

ドウを可能とするためのソフトウェアの開発及びCIS技術の通関業務に係る基本機能を

活用した税関情報システムに係るソフトウェアの開発を行うこととしており、これによ

りベトナムにおいて、①VNACCS・VCISが構築されること、②VNACCS・VCISが稼働す

るための機材環境が整備されること、が期待されている。本無償資金協力の主な要素は

以下のとおり。 

 

表２－２ 無償資金協力の主な要素 

（1） VNACCS・VCISソフトウェア開発 

 1） 電子申告（e-Declaration）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易（輸入、

輸出、トランジット等）関係者が貨物の通関及び引き取りに係る法令及び

手続きに従うことを支援するほか、ベトナムのナショナル・シングル・ウ

ィンドウのASEANシングル・ウィンドウへの接続に資する。 

 2） 電子積荷目録（e-Manifest）：本モジュールは、税関当局及び国際輸送関係

者が貨物の通関及び引き取りに係る法令及び手続きに従うことを支援す

る。 

 3） 電子インボイス（e-Invoice）：本モジュールは、国際貿易関係者が電子商業

インボイスを貨物の通関及び引き取りに利用することを支援する。 

 4） 審査選定処理（Selectivity）：本モジュールは、税関当局がリスク情報/リス

ク判定基準を基に審査・検査（即時許可/書類審査/現物検査）に関する決定

を行うことを支援する 

 5） 電子納税（e-Payment）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易関係者が

関係諸税の電子納付を利用することを支援するとともに、税関当局による
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関税等の納付管理を支援する。 

 6） 電子原産地証明書（e-C/O）：本モジュールは、税関当局及び国際貿易関係

者が電子原産地証明書を利用することを支援する。 

 7） 審査基準管理（Risk profile / risk criteria management）：本モジュールは、税

関当局が貨物の通関及び引き取りに関する審査基準管理やコンプライアン

ス管理を行うことを支援する。 

 8） 輸出入者管理（Importer / exporter management）：本モジュールは、税関当局

が輸入者/輸出者/通関業者/システム利用者を全国規模で管理することを支

援する。 

 9） 貨物の通関及び引き取り：本モジュールは、税関当局が貨物の通関及び引

き取りに関する決定を行うことを支援する。 

 10） 監督及び管理：本モジュールは、システム管理者や権限を付与された者が

システムの利用・アクセスの監督及び管理を行うことを支援する。 

 11） システムテスト/開通テスト、税関当局のシステム利用者への研修、技術支

援及びシステムメンテナンス 

（2） VNACCS・VCIS用ハードウェア調達 

 上記ソフトウェアの稼働に必要なハードウェア、OS、ミドルウェア、関連機器の

調達 

 

（2）無償資金協力実施により期待される効果 

2011年に実施されたJICA協力準備調査「ベトナム税関近代化のための通関電子化及びナ

ショナル・シングル・ウィンドウ導入計画準備調査」によると、本無償資金協力の実施に

より期待される効果は以下のとおり。 

1）定量的効果 

わが国のNACCS・CISの技術を活用した利便性及び効率性に優れた通関ITシステムであ

るVNACCS・VCISがベトナムに導入されることから、同国において電子化された通関手

続きの利用が促進されることを通じて、輸出入貨物の通関手続きにかかる時間が短縮さ

れることとなる。 

この通関手続きにかかる時間の短縮効果については、通関所要時間を調査することに

より定量的に測定することが可能である。 

 

表２－３ 定量的効果指標 

効果 指標名 基準値 目標値 

平均通関所要時間（簡易審査） 15分（2010年） 3分（2017年）通関手続き

時間の短縮 平均通関所要時間（書類審査） 60分（2010年） 15分（2017年）

 

2）定性的効果 

わが国のNACCS・CISの技術を活用した利便性及び効率性に優れた通関ITシステムであ

るVNACCS・VCISがベトナムに導入されることから、同国において電子化された通関手

続きの利用が促進されることを通じて、電子申告による申告件数や申告金額が増加する

こととなる。 

また、個々の職員による恣意的取り扱いの機会が減少することと相まって、同国にお
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ける通関手続き全般の効率性が改善されることとなる。 

なお、通関手続きの効率性の改善については、民間利用者の主観的評価による部分が

多く、本来的に定性的な効果指標と考えられるが、世界銀行が隔年公表しているLPIにお

いて、各国の通関手続きの効率性に関する評価値が示されていることから、同評価値を

参考指標として定量的に効果を把握することも可能である。 

 

表２－４ 定性的効果指標（参考指標） 

効果 指標名 基準値 目標値 

通関手続きの

効率性の改善

LPI（通関手続きの効率性） 2.68（2010年） 3.00（2016年）

3.20（2020年）

 

また、本システム導入及びそれに伴うベトナムの税関手続き関連規定の変更により、

以下の改善も期待される。 

 税関に対して行われた輸出入申告が要件を充足しているか否かの判断は、添付書

類を確認することなく、VNACCS・VCISで自動的に行われることとなることから、

税関職員の事務負担が軽減するとともに、申告処理時間の短縮を通じて物流の迅

速化が図られることとなる。 

 VNACCS・VCISで受理された申告については、直ちに審査区分が判定され、簡易

審査となった申告については即時に許可されることとなることから、更に物流の

迅速化が図られることとなる。 

 ベトナムでは輸出入申告に際して手数料の納付が義務づけられているが、

VNACCS・VCISにより当該手数料の予納制化及び予納手数料の自動引き落しが可

能となることから、電子申告により審査区分が簡易審査となった申告貨物の迅速

通関が、手数料納付のマニュアル処理手続きによって妨げられるということがな

くなることとなる。 

 VNACCS・VCISにより輸出入申告を行う場合、所要情報を入力すれば税額が自動

的に計算されることとなることから、申告者の負担軽減及び誤申告の減少が図ら

れることとなる。 

 輸出入申告がVNACCS・VCISにおいて受理されたあとは、税関が認めない限り当

該申告の撤回を行えなくなることから、審査区分が簡易審査以外となった場合に

申告を撤回して簡易審査となるまで申告を繰り返すといった、システムを利用し

た不正行為の防止が図られることとなる。 

 VNACCS・VCISは保税運送に係る担保管理機能及び運送先への未着情報照会機能

を有するものとなることから、保税運送に係る担保制度の導入と相まって、保税

運送制度の悪用が防止され、貿易秩序の維持及び歳入の確保が図られることとな

る。 

 VNACCS・VCISにおいては、加工地区への搬入を行おうとする貨物について移入

承認申請と併せて保税運送申告を行うこと並びに輸出しようとする貨物について

輸出申告と併せて保税運送申告を行うことが可能となることから、当該併せ申告

制度の導入と相まって、申告者の負担軽減が図られることとなる。 
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２－３ ベトナム税関総局（GDVC）の実施体制 

２－３－１ 組織・人員 

本プロジェクトの実施に係るベトナム側の主管官庁は、無償資金協力と同様財務省であり、

財務省の外局に位置づけられるGDVCが実施機関である。財務省及びGDVCの組織図は、それぞ

れ図2-1及び図2-2に示すとおりである。GDVCの総職員数は、約1万500人であり、中央組織が約

1,400人、地方組織が約9,100人となっている。 

GDVCにおいて、無償資金協力及び本プロジェクトについては、副総局長を長とした組織横断

的な作業チームが主担となっており、税関近代化・改革委員会（職員数61人）がその事務局的

機能（全体調整）を行っている。同委員会は、上記協力準備調査を実施する過程で、わが国財

務省関税局の協力の下で基本設計書（Brief Design：B/D）を取りまとめるにあたり、中核的役割

を果たしている。 

また、わが国との連絡調整窓口は、国際協力局（職員数35人）があたっている。同局は、こ

れまでにもわが国のGDVC向け援助の窓口として、円滑な連絡調査を行ってきている。 

なお、VNACCS・VCIS導入後の運用・維持管理は、税関情報技術・統計局（職員数91人）が

担当することとなっている。GDVCでは、既に複数のITシステムを業務上活用しており、その運

用・維持管理は同局が担っているところ、同局はITシステムの運用・維持管理に係る相応の経

験・ノウハウを有している。 
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図２－１ ベトナム財務省組織図 

 

財務省
Ministry of Finance 

内部部局 
Minister supporting apparatus 

国家予算局 
Department of State Budget 

投資局 
Department of Investment 

国防・安全保障財政局 
Dept. of Finance for National 

Defense & Security 

歳出局 
Dept. of Public Expenditure 

税制局 
Department of Tax Policy 

金融局 
Dept. of Banking & Financial 

Institutions 

会計・監査局 
Dept. of Accounting & Auditing 

Regulations 

国際協力局 
Dept. of International 

Cooperation

法務局 
Legal Department 

大臣官房 
Ministerial Office 

人事・研修局 
Dept. of Personnel & Training 

財政計画局 
Dept. of Financial Planning 

褒賞局 
Dept. of Emulation & 

Commendation

国家財政監察局 
National Finance Inspectorate 

外局 
Professional Specialized Units 

税務総局 
General Dept. of Taxation 

税関総局 
General Dept. of Customs 

国庫 
State Treasury 

国家準備金総局 
General Dept. of National 

Reserves 

証券委員会 
State Securities Commission 

公資産管理局 
Dept. of Public Asset 

Management 

価格管理局 
Dept. of Price Management 

企業金融局 
Corporate Finance Dept. 

財政情報科学・統計局 
Dept. of Financial Informatics & 

Statistics 

債務管理・対外財政局 
Dept. of Debt Management & 

External Finance

保険監督局 
Insurance Supervisory Authority 

附属機関 
Subordinate Units 

財政戦略・政策研究所 
Institute of Strategy & Policy on 

Finance 

ベトナムフィナンシャルタイムズ

Vietnam Financial Times 

フィナンシャルマガジン 
Financial Magazine 

財務職員研修所 
Training Center for Financial 

Officers 

財政アカデミー 
Academy of Finance 

財政・マーケティング大学 
University of Finance & 

Marketing 

財務出版所 
Financial Publishing House 

会計・財務大学 
College of Accounting & Finance

財務・事業管理大学 
College of Finance & Business 

Administration 

税関・財務大学 
College of Customs & Finance 
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図２－２ GDVC組織図 

地方組織（約9,100人） 
 

地方管区税関（33箇所） 
Provincial/Inter-Provincial/City 

Customs Department 

税関出張所（194箇所） 
Customs Branches 

中央組織（約1,400人） 
 
 
 

税関調査研究所（27人） 
Customs research Institute 

税関分析所（107人） 
Customs Laboratory Center 

税関研修所（54人） 
Customs School 

税関新聞（22人） 
Customs Newspaper 

総局長（1人） 
Director General 

副総局長（4人） 
Deputy Director General 

監督・管理局（66人） 
Customs Supervision & Control 

Department 

事後調査局（121人） 
Post Clearance Audit Dept. 

徴収・審査局（96人） 
Duty Collection & Examination 

Department 

監察局（60人） 
Inspection Department 

密輸取締・捜査局（372人） 
Anti-smuggling & Investigation 

Department

税関情報技術・統計局（91人） 
Customs IT & Statistics Dept. 

国際協力局（35人） 
International Cooperation Dept. 

法務局（36人） 
Legal Department 

財務・計画局（64人） 
Finance & Planning Dept. 

組織・人事局（50人） 
Organization & Personnel Dept. 

総務局（86人） 
General Affairs Department 

税関近代化・改革委員会（61人） 
Board of Customs Modernization & 

Reform 

リスク管理委員会（60人） 
Board of Customs Risk 

Management 

財務省
Ministry of Finance 

税関総局（約10,500人）
General Dept. of Viet Nam Customs 
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２－３－２ 財政・予算 

GDVCの近年の予算額及び執行状況は、表2-5に示すとおりである。 

 

表２－５ GDVC予算額及び執行状況 

（上段：予算額、下段：執行額）〔単位：10億ベトナムドン（Vietnam Dong：VND）〕 

年 2008 2009 2010 2011 

1,633 2,031 1,667 2,611 
GDVC 

1,563 2,046 1,516 - 

63 150 176 235 
うち税関情報技術費予算 

112 40 105 - 
出典：GDVC 

 

なお、2012～2015年のGDVCの予算については、当該年のGDVC徴収目標額の1.9％とされてい

るところ、2012年のGDVC予算額は、同年の徴収目標額が223兆9,000億VNDとされていることか

ら、4兆2,000億VNDとなる。また、近年の徴収目標額の推移（表2-6参照）から想定される2015

年までの予算額は、表2-7に示すとおりである。 

 

表２－６ 近年のGDVC徴収額 

（単位：10億VND） 

年 2008 2009 2010 2011 2012 

目標額 84,000.5 121,200.0 131,500.0 180,700.0 223,900.0

実績額 125,517.5 143,765.0 181,487.0 205,000.0* -
*2011年10月現在 

出典：GDVC 

 

表２－７ GDVC予算額推計 

（単位：10億VND） 

年 2012 2013 2014 2015 

GDVC予算額 4,254 5,232 6,435 7,916

うち税関情報技術費予算 383 471 579 712
（注）2013～2015年の予算額は、前年予算額に徴収目標額の過去3年間の平均増加率（23.2％）を乗じて算出。

また、2012～2015年の税関情報技術費予算は、2011年におけるGDVC全体予算に占める同予算の割合

（9.0％）が維持されるものとして計上。 

 

2012年度のGDVC予算額は前年比＋63％、1兆6,000億VND（約60億円）の増額となる。また、

税関情報技術費予算についても前年比＋63％、1,480億VND（約5.6億円）の増額が見込まれる。

ベトナムにおいては、今後も国際貿易の増加が見込まれる。 

 

２－３－３ 技術水準 

GDVCでは、既に複数のITシステムを業務上活用しており、その運用・維持管理は税関情報技

術・統計局が担ってきている。VNACCS・VCISも、税関の業務処理に係るITシステムの1つとし

て、同局がこれまで培ってきた経験・ノウハウを生かしつつ、運用・維持管理を担当すること
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となる。また、地方税関においても相当数の職員がITシステムを利用した業務を経験している。

なお、GDVCにおいては、組織・人事局が職員の研修計画案を策定し、税関研修所が職員研修を

実施する体制が整備されているほか、職務上必要とされる専門性を有した人材の採用も行われ

ている。上記の採用及び職員研修を通じたGDVCの自助努力にかんがみ、本プロジェクトにおい

て実施体制が整備されるVNACCS・VCISの円滑な運用及び効果的な活用の実現を図る素地はで

きていると判断される。 

 

２－４ 当該分野へのドナー支援とわが国の協力実績 

２－４－１ 他ドナーの援助動向 

他ドナーのベトナムに対する税関分野での援助動向は、表2-8のとおり。 

 

表２－８ 他ドナーの対ベトナム援助動向 

機関名 世界銀行（World Bank） 

プロジェクト名 税関近代化計画（Customs Modernization Project） 

期 間 2005年11月10日（承認）～2011年6月30日（終了） 

プロジェクト目標 税関当局の実効性、効率性、説明責任、透明性の改善を通じた、

貿易の促進、歳入徴収額の増加、外国貿易統計作成の改善、コ

ミュニティ保護及び国家安全保障の強化 

コンポーネント ①税関制度・手続き、②組織再編・管理、③情報通信技術、④

プロジェクト実施支援 

機関名 米国国際開発庁（USAID）（ADVANCE Program） 

プロジェクト名 ナショナル・シングル・ウィンドウ実施のための法的枠組みに

係るギャップ分析（Gap analysis on legal frame for implementation 

of National Single Window） 

期 間 2010年4月7日～2011年2月（終了） 

プロジェクト目標 ベトナムに対し、ベトナムにおけるナショナル・シングル・ウ

ィンドウ実施にあたっての法令・規則に係る課題の特定につい

て技術支援を提供すること 

 

２－４－２ わが国の協力実績 

（1）技術協力プロジェクト及び個別専門家派遣 

わが国のベトナムに対する税関分野での技術協力プロジェクト及び個別専門家派遣の状

況は、表2-9のとおりである。 
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表２－９ わが国の対ベトナム技術協力プロジェクト及び個別専門家派遣 

協力形態 実施年度 案件名 概要 

技 術 協 力

プ ロ ジ ェ

クト 

2004～2007 税関行政近代化のための指

導員養成プロジェクト 

WTO加盟に向け、「関税評価」

「事後調査」「国際統一商品分類

（ HS 分 類 ）（ Harmonized 

Commodity Description and 

Coding System：HS）（含む分析）」

分野において、国際標準に準拠

した実務研修を行う指導員を育

成する。 

個 別 専 門

家派遣 

2007～2009 税関業務改善 税関手続きの簡素・調和化、透

明性の向上等の税関行政全般に

ついて、指導を通して税関業務

に携わる行政官の能力向上を図

る。 

技 術 協 力

プ ロ ジ ェ

クト 

2007～2010 メコン地域における税関リ

スクマネジメント・プロジ

ェクト 

ベトナム（及びカンボジア、タ

イ）の税関が、国際基準に合致

した税関リスクマネジメントを

効率的、効果的に実施する能力

を獲得することを図る。 

技 術 協 力

プ ロ ジ ェ

クト 

2009～2012 税関行政官能力向上のため

の研修制度強化プロジェク

ト 

貿易円滑化につながる税関サー

ビス利用者との連携強化も図り

つつ、国際標準に沿った税関行

政近代化に対応した人材育成体

制を強化する。 

 

（2）無償資金協力 

わが国のベトナムに対する税関分野での無償資金協力の状況は、表2-10のとおりである。 

 

表２－10 わが国の対ベトナム無償資金協力 

協力形態 実施年度 案件名 金額（億円） 概要 

無 償 資 金

協力 

2008 ホーチミン市タンカ

ンカトライ港 

税関機能強化計画 

8.67 ベトナム最大のホーチミン

市タンカンカトライ港に大

型X線貨物検査機材及び関

連施設を整備するもの。 

無 償 資 金

協力 

2009 ハイフォン港 

税関機能強化計画 

8.61 ベトナム北部最大のコンテ

ナ取扱量を誇るハイフォン

港にコンテナ貨物検査用の

大型X線貨物検査機材及び

関連施設を導入するもの。

無 償 資 金

協力 

2011 税関近代化のための

通関電子化及びナシ

ョナル・シングル・

ウィンドウ導入計画

26.61 ベトナム貿易量の増加に伴

い、通関電子化及びナショ

ナル・シングル・ウィンド

ウの導入を図るもの。 
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（3）有償資金協力 

関連案件なし。 
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第３章 事業事前評価結果 
 

３－１ プロジェクトの概要 

本事業は、VNCCS・VCIS導入にあたって、法規程の整備及びGDVCの人材育成や体制整備を行

うことにより、当該システムの円滑な運用維持管理を図り、もって通関手続きの迅速化・効率化

に寄与するものである。 

協力概要は以下のとおり。 

 

３－１－１ 協力概要 

【上位目標】 

ベトナムにおける貿易円滑化が進展する。 

 

（指標・目標値） 

1. 通関所要時間が簡易審査で3分（申告から許可まで）、書類審査で15分（書類審査開始か

ら書類審査終了まで）になる。 

2. 貿易手続きの効率化指標2が改善する。 

3. 複数の省庁がシングル・ウィンドウに参加する。 

 

【プロジェクト目標】 

VNACCS・VCISが円滑に稼動・維持管理されるための環境が整備される。 

 

（指標・目標値） 

1. 輸出入申告件数のうちVNACCSを通じた申告件数の割合がX％になる。 

2. 税関当局に対する税関手続き処理に係るクレームが減少する。 

3. VNACCS・VCISが適切に維持管理され、目標の稼働率99.9％が達成される。 

 

（説明） 

2014年3月に導入が予定されているVNACCS・VCISが滞りなく稼働・利用されている状態

が維持されるよう、法規程・業務プロセス・人員体制等が整備されている状態を目標とす

る。VNACCS・VCIS導入過程で利用者の利用促進を図り、彼らがVNACCSを通じた通関申

告を行うことで、通関の迅速化及び透明性の向上が図られる。 

なお、本プロジェクト目標を達成するために構成された以下の成果・活動については、

プロジェクト後の持続性を確保するため、原則ベトナム側カウンターパートが組成するワ

ーキング・グループ（WG）が主体的に実施し、日本側専門家等は助言・情報提供等を通じ

て側面支援を行う。 

 

【成果1】 

VNACCS・VCISの利用に対応した必要な法規程が整備される。 

                             
2 世界銀行が隔年公表しており、各国の通関手続きの効率性に関する評価値が示されているLPIを活用する。 
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（指標・目標値） 

1-1 必要十分な法規程が制定される。 

 

（活動） 

1-1 制度・通関業務プロセス変更に伴って改訂が必要な関係法令・通達等を特定する。 

1-2 関係法令・通達等の改訂案を作成する。 

1-3 改訂案を関係機関に説明する。 

 

（説明） 

VNACCS・VCIS導入となった場合には、利用者は原則電子申告が行えるようになり、ま

た税額の計算や徴収が自動で行われる等のメリットがある。一方で、これらの手続きを可

能にするためには、既存のベトナムの関連法規程では対応できない点を修正していく必要

がある。そのため、VNACCS・VCIS導入に伴って改正が必要な法規程を特定したうえで、

その改訂案を作成し、しかるべき機関・部署での承認をめざす。 

 

【成果2】 

通関担当職員がVNACCS・VCISを適切に利用するために必要な知識・スキルを獲得する。 

 

（指標・目標値） 

2-1 VNACCS・VCIS利用に係る説明会受講者数が通関担当職員のX％になる。 

2-2 通関担当職員向け業務処理ガイドラインが作成される。 

 

（活動） 

2-1 詳細設計段階、詳細設計確定段階、試験段階等各段階における通関担当職員向け説明

資料を作成する。 

2-2 通関担当職員に対して説明を行う講師を育成する。 

2-3 詳細設計段階、詳細設計確定段階、試験段階等各段階における通関担当職員向け説明

会を実施する。 

2-4 VNACCS・VCISのスムーズな導入に向け地方税関署を含む幹部職員に対して説明・理

解醸成を行う。 

2-5 通関担当職員向けの業務処理ガイドラインを作成する。 

 

（説明） 

VNACCS・VCISが導入後に適切に利用されるためには、申告を受け付けVNACCS・VCIS

を処理する担当官のシステムに対する十分な習熟が欠かせない。 

また当該システムは、ベトナム通関担当職員にとって全く新しいシステムであり、また

業務プロセスの変更も生じるものであるため、導入してすぐ利用が可能となるよう周到な

準備作業が必要となる。 

そのため、本成果においては、詳細設計段階から累次にわたり関係者に対して説明・理

解促進のための活動を実施し、担当職員に十分な理解と習熟を促す。 
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また、導入されたあとにこれら担当職員が業務を円滑に行えるよう、システムの操作仕

様と取り扱いを定めた業務処理ガイドラインを整備していく予定。 

 

【成果3】 

VNACCS・VCISを適切に運用・維持管理するための体制が整備され、必要な人材3が育成さ

れる。 

 

（指標・目標値） 

3-1 VNACCS・VCIS導入に向けた関係省庁との協議回数。 

3-2 VNACCS利用者向けヘルプデスクが整備される。 

3-3 システム運営・問題処理に係るマニュアル等が整備される。 

3-4 システムエラーの発生・対応件数。 

 

（活動） 

3-1 ベトナムの税関手続き・制度の変更を踏まえつつ、システム詳細設計を審査する。 

3-2 シングル・ウィンドウ導入に向けた工程表案を作成する。 

3-3 シングル・ウィンドウ導入に向け、関係省庁と協議する。 

3-4 VNACCS・VCIS運用・維持管理担当職員を育成する。 

3-5 利用者向けヘルプデスクや運用要員等の体制を整備する。 

3-6 運転試験を適切に行うための計画策定・実施体制の整備を行う。 

3-7 システムの適切な運用・維持管理・更新のための問題把握・処理体制を整備する。 

3-8 VNACCS・VCISの適切な運用・維持管理のための、運用・維持管理ベンダーを調達す

る。 

3-9 システム稼働後の問合せや問題処理に対応する。 

3-10 2020年に向けた税関分野のIT活用に係る適切なマスタープランを作成する。 

 

（説明） 

VNACCS・VCISについては、その導入後の運転・保守については開発ベンダーに対して

別途GDVCが委託することが想定されているが、本システムの企画・運営を所管している当

局としても、しかるべき人員体制の下エラー有無のモニタリングや一次対応、官民の利用

者からの照会への対応等、ヘルプデスクとしての機能の定着が必要となる。 

そのため、本成果・活動において、GDVCにおける体制整備・人材育成を図る。 

加えて、ベトナム側の要請に基づき、将来の本格的な稼働が期待されるシングル・ウィ

ンドウに向けた準備活動及び、中長期的なVNACCS・VCISの運用・展開計画に係る助言も

行う。 

 

                             
3 主な対象は税関情報技術・統計局職員。 
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【成果４】 

民間利用者4がVNACCSを適切に利用するために必要な知識・スキルを獲得する。 

 

（指標・目標値） 

4-1 VNACCS導入に係る説明に参加した民間利用者がX社、X名になる。 

4-2 VNACCSの概要及び利用方法を理解する民間利用者の割合がX％になる。 

4-3 民間利用者向け業務処理マニュアルが作成される。 

 

（活動） 

4-1 詳細設計段階、詳細設計確定段階、試験段階等各段階における民間利用者・銀行向け

説明会資料を作成する。 

4-2 詳細設計段階、詳細設計確定段階、試験段階等各段階における民間利用者・銀行向け

説明会を実施する。 

4-3 民間利用者向けの業務処理マニュアルを作成する。 

 

（説明） 

VNACCS・VCISが導入後に適切に利用されるためには、当局担当官だけでなく、電子申

告を行う民間利用者のシステムに対する十分な習熟が欠かせない。 

また当該システムは、民間利用者にとって全く新しいシステムであり、また業務プロセ

スの変更も生じるものであるため、導入してすぐ利用が可能となるよう周到な準備作業が

必要となる。 

そのため、本成果においては、詳細設計段階から累次にわたり関係者に対して説明・理

解促進のための活動を実施し、民間利用予定者に十分な理解と習熟を促す。 

また、導入されたあとにこれら民間利用者が業務を円滑に行えるよう、システムの操作

仕様と取り扱いを定めた業務処理マニュアルを整備していく予定。 

 

【成果5】 

適切な情報管理体制5が整備される。 

 

（指標・目標値） 

5 情報管理マニュアルが整備される。 

 

（活動） 

5-1 情報管理規則を策定する。 

5-2 情報管理体制を整備する。 

5-3 情報管理マニュアルを作成する。 

 

                             
4 主な対象は輸出入業者、通関業者、銀行等。 
5 貨物のリスクに応じた税関手続きを行うための判定基準等について、密輸取り締まり・捜査局等が情報漏えい等を防ぐための

管理を行うための体制 
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（説明） 

VNACCS・VCISの導入にあたって、わが国の先進的な税関リスクマネジメントの手法の

導入も期待される。しかし、税関リスクマネジメントを実践する際には、輸出入業者の情

報や機密情報等、情報管理の徹底が求められる。そこで、担当部署において情報を適切に

管理し、適切なリスクマネジメントが行えるよう、情報管理体制を整備する。 

 

３－１－２ 外部条件・前提条件 

（1）事業実施のための前提 

・VNACCS・VCIS導入に向けた無償資金協力支援が開始される。 

・VNACCS・VCIS導入に係るベトナム側負担事項が適切に履行される。 

 

（2）アウトプット達成のための外部条件 

・カウンターパートの人事異動が頻繁に起こらない。 

・関連法規定の整備に対し、関係省庁等が反対しない。 

・民間利用者がVNACCS・VCISの導入に反対しない。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・VNACCS・VCISの開発・導入が計画どおりに行われる。 

・VNACCS・VCISの運用保守に係る人員・予算が確保される。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・VNACCS・VCISの運用保守に係る人員・予算が継続的に確保される。 

・他の省庁がシングル・ウィンドウ導入のための環境を整備する。 

 

３－２ プロジェクト実施にあたってベトナム側と確認した留意事項 

本体無償資金協力の実施スケジュールを踏まえGDVCが整備すべき環境とその具体的な内容・活

動を協議し、付属資料の「3. プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix）」及

び「4. 活動計画表（Plan of Operations）」にて合意した。 

協議の過程で議論となったポイントは以下のとおり。 

 

 GDVCによる主体的な活動 

本プロジェクトで明確化された活動は、VNACCS・VCISが適正に稼働するようにGDVCの運

転・維持管理能力がしっかり定着する形で進めないといけないため、大半の活動がOJTベースで

行われる。限られた時間のなかで定着するためには、これまでのプロジェクトと異なりGDVC

が主体的に進め、日本人専門家が適宜サポートや助言を行うという形式を取ることが得策であ

り、そのためにも十分なカウンターパートの配置が必要であることを説明し、先方から了解を

得た。 

 

 VNACCS・VCISの持続性 

GDVCはVNACCS・VCISが導入されたあとの持続性に最も関心を有している。ソフト開発に
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係る特命随意契約をベトナム政府内で承認をもらう過程で、関係機関から強く要請されている

事項であるようにも見受けられるが、導入後極力自力でオペレーションと保守を行いたい、ま

た今後の更新等でもNTTDに過度に依存するのではなく自力、あるいはローカルベンダーで対応

することでコストを抑えていきたいとの思惑が交渉の過程で常にみられた。 

この点、日本側が以前からコミットしている、持続性確保のための著作権に係る取り扱いや

技術移転にもからむ話であり、具体的にどこまでが範囲として含まれるのかに焦点があたった

が、当方からは①VNACCS・VCISの日常の適正な運転や維持管理を行うために、当局がすべき

ことは教えるが、プログラム開発そのものまでは教えられないこと、②日常の適正な運転・維

持管理を行ううえで、安定した稼働を確保するためにはベンダーとの運転・保守契約が必要で

あることを再三説明し、先方から一定の理解を得た。 

 

 運転・保守契約 

上記のとおり、稼働後の運転・保守契約はVNACCS・VCISが安定的に稼働するためには不可

欠と当方は認識しているが、協議の過程でその必要性については一定の理解を得た。他方、そ

ういった契約を行うにあたってのノウハウがないため、例えば日本の契約事例等を参考情報と

して提供するといった支援が要請されたため、本契約に係る手続きをひとつの活動として含め

ることとした。 

最終的に外部委託するかどうかは、引き続きベトナム政府内のいろいろな調整によって決定

されるものと思われるが、PDMの活動として「運転・保守契約」を明記することは、上記を確

保するうえでも得策であろうと考える。 

 

 シングル・ウィンドウ 

GDVCとしてもナショナル・シングル・ウィンドウが進展していないことに危機感を有してい

るようで、本プロジェクトをテコにシングル・ウィンドウを前進させたいという意向を強くも

っていた。 

協議の過程では、本プロジェクトの活動としてシングル・ウィンドウを実践するといった文

言とすることを主張していたが、当方からはその姿勢を歓迎しつつも、実現には各省庁との合

意形成や各省庁のシステム等環境整備等多くのハードルや不確実要素があることを説明し、プ

ロジェクトに含める活動としてはVNACCS・VCISの設計・開発に関連し、シングル・ウィンド

ウ実現のためのロードマップ案作成とその関係省庁との協議といった現実的な内容を活動に含

めることとした。 

 

 VNACCS・VCIS更新のための戦略づくり 

関税局とGDVCとの協議議事録において「情報通信技術（ Information and Communication 

Technology：ICT）戦略」に係る技術支援が明記されている。 

この点、GDVCが具体的に期待する支援を確認したところ、2016年からの5カ年計画のなかで

盛り込むべき「VNACCS・VCISの更新・拡張の方向性」について検討するにあたっての助言を

期待していることが判明したため、その活動を含めることとした。 

なお、VNACCS・VCIS更新や拡張に関して、新たに今回のようなB/Dを作成するものではな

いことは確認済みである。 
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 データ移行 

既存システムからVNACCS・VCISへのデータ移行については、GDVCが独自で行うべきこと

であることは認識を共有しているが、試験段階や本格稼働の過程で移行すべきデータがあるた

め、データ移行の過程でどの程度の支援が当方から得られるかの確認があった。 

B/Dに記載されているとおり、原則GDVCが自力で行うことであることを説明したうえで、当

方が提供できる支援をM/M上に明記することとした。 

 

 GDVC及び地方税関の局長レベルの視察 

VNACCS・VCISの適切かつスムーズな導入を実現するために、中央及び地方のハイレベルが

VNACCS・VCISに係る理解を深める必要があるため、GDVCはこれらハイレベル（50～60人）

の本邦への視察を要請した。 

この点については、ハイレベルが十分に理解することの必要性を理解しつつも、予算及び受

入体制上の制約もあるため、支援方法については実現可能な範囲で今後検討していくことで合

意し、その旨M/M上に明記した。 

 

３－３ プロジェクトの評価 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切であると判断される。 

 

３－３－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

（1）ベトナム政府の政策との整合性 

ベトナムは2007年1月にWTOに加盟するなど対外開放的経済政策を進めており、国際貿易

の拡大を通じた経済発展をめざしている。わが国との間でも2008年12月に日本・ASEAN包

括的経済連携協定（Economic Partnership Agreement：EPA）がベトナムについて発効し、二

国間EPAも2009年10月に発効している。また、ベトナムを含む東南アジア地域各国は、2010

年10月28日にハノイで開催された第17回ASEAN首脳会議において、ASEAN域内における物

理的、制度的及び人と人との連結性の強化を図る「ASEAN連結性マスタープラン」を採択

するなど、2015年までのASEAN共同体実現のための取り組みを継続的に進めているほか、

「アジアカーゴハイウェイ構想」を貿易円滑化の共通目標としてわが国と共有している。

このような状況の下、ベトナムにおいては、「2020年までの税関近代化戦略」（2011年3月25

日付首相決定）に基づき、通関に関する法制度及び業務プロセスの見直し並びにこれに対

応したITシステムの導入を通じた税関の近代化が進められているところである。 

本プロジェクトは、利便性及び効率性に優れたVNACCS・VCISの構築を行うものであり、

上記２－２－１にて記載のとおり、「2020年までの税関近代化戦略」におけるベトナムの税

関近代化に向けた取り組みの中核と位置づけられ、通関手続きの迅速化を通じた一層の貿

易拡大及び経済成長に極めて重要な役割を果たすものであることから、税関及び国際貿易

に直接かかわる民間企業のみならず貧困層を含む一般国民に広く裨益するものと考えられ

る。 

また、本プロジェクトはベトナム税関における適切な取り締まりの実施に資するもので

あることから、不正薬物等の密輸防止及びテロ対策の改善等を通じて、民生の安定に貢献
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するものと考えられる。 

 

（2）日本政府の政策との整合性 

本プロジェクトは、わが国の対ベトナム支援における重点分野の1つである「経済成長促

進・国際競争力強化」に合致している。特に、税関の整備・運用の強化に向けた支援は、

わが国を含む外資産業、地場産業による積極的な投資を下支えし、安定的な企業経営を可

能とするビジネス環境の整備、今後の経済発展の原動力となるべき民間セクターの開発に

資するものとして、分野ごとの具体的な援助の方向性に挙げられている。 

また、通関手続き全体のシステム化により、税関職員、関係省庁職員、民間利用者など

個々の恣意性が排除されることにつながるため、重点分野の1つである「ガバナンスの強化」

へも貢献する案件である。 

さらに、わが国の官と民が有する技術・ノウハウ、知見、人材を戦略的・集中的に投入

することにより貿易円滑化の促進、通関手続きのレベル向上といった援助効果が高まるこ

とが期待される。わが国の民間企業の開発途上国への進出を後押しし、わが国の経済成長

に寄与し、開発途上国の持続的な経済成長の実現を後押しするわが国の新成長戦略「イン

フラ海外展開の基盤整備支援」無償資金協力予算の対象としても位置づけられる。 

 

（3）プロジェクトのニーズ 

現在実施中の無償資金協力により予定どおり2014年3月にVNACCS・VCISが稼働するため

には、関係する法規程の整備及び官民利用者の習熟、また同システムを安定的・持続的に

運営していくための維持管理手法の獲得及び体制の整備が不可欠であり、GDVC副総局長を

リーダーとした70名にも及ぶカウンターパートチームを組織して、GDVCをあげて取り組む

姿勢をみせている一方、本システムの円滑な導入のための経験やノウハウは不足しており、

本プロジェクトに寄せられた期待は非常に高い。 

 

３－３－２ 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から高い有効性が見込まれる。 

本プロジェクトでは「VNACCS・VCISが円滑に稼動・維持管理されるための環境が整備され

る」ことを目的としており、①法規程に係る環境整備、②税関当局の利用者に対する習熟指導、

③システムの適切な維持管理のための体制整備、④民間利用者に対する習熟指導、⑤秘匿性の

高い情報に係る情報管理体制の整備といった5つの成果を柱とした網羅的な活動により右プロ

ジェクト目標の達成を図るデザインとなっており、プロジェクトの目標を達成するうえで有効

であるとともに、これら成果とプロジェクト目標の因果関係も明確である。 

また、成果の達成からプロジェクト目標達成への外部条件として、（1）VNACCS・VCISの開

発・導入が計画どおりに行われる、（2）VNACCS・VCISの運用保守に係る人員・予算が確保さ

れる、が認識されている。現在無償資金協力が予定どおりに進められるようにシステム開発開

始に向けた手続きが進展中であるが、これら外部条件が満たされているかどうかモニタリング

の際に留意していくことで本プロジェクトの有効性の向上に資することが期待される。 
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３－３－３ 効率性 

本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

（1）2011年度に実施した無償資金協力に係る協力準備調査の過程で、VNACCS・VCISの基本

設計にかかわった主要なベトナム側カウンターパートが、引き続き無償資金協力及び本プ

ロジェクトのカウンターパートとして関与することが想定されている。そのため、システ

ムの設計段階から内容を熟知しているとともに、無償資金協力の進捗に合わせて連携を図

りながら、プロジェクトの活動を効率的に進めることができる。 

（2）VNACCS・VCISはわが国が使用しているNACCS・CISの技術を活用したものであるため、

わが国に類似した手法や体制を整備していくことが求められるが、このような体制整備や

能力向上を図るためにきめ細やかな技術支援を行っていくために、わが国財務省関税局が

長期専門家派遣のみならず、ワーキング・グループ（WG）を組織して定期的に訪越して指

導することで、連続性・一貫性のある指導が可能である。 

（3）VNACCS・VCISは官民双方の利用者の適切な利用があってはじめて安定的な稼働が達成

されるが、本プロジェクトではベトナム全土においてシステムの開発過程に応じて累次に

わたり啓発活動を行うことが想定されており、十分な習熟指導が行われる見込みである。 

（4）成果達成に至る外部条件として「カウンターパートの人事異動が頻繁に起こらない」「関

連法規定の整備に対し、関係省庁等が反対しない」「民間利用者がVNACCS・VCISの導入に

反対しない」を挙げている。本外部条件は成果の達成に対する阻害要因となる可能性があ

るため、定期的にモニタリングを行い、必要に応じて対応策を検討する。 

 

３－３－４ インパクト 

本プロジェクトの実施によるインパクトは、以下のように予測される。 

本プロジェクトの上位目標は「ベトナムにおける貿易円滑化が進展する」ことと設定されて

おり、無償資金協力により予定どおりVNACCS・VCISが開発・導入され、本プロジェクトによ

ってそのシステムの安定的な稼働・維持管理を行うための実施体制整備がなされれば、上記２

－２－２に記載されているように、通関所要時間の短縮が図られるとともに、電子申告から収

納まで多くの業務が自動化されることにより利便性が向上することから、上位目標達成に大き

く貢献すると期待される。 

上位目標達成に至る外部条件として「VNACCS・VCISの運用保守に係る人員・予算が継続的

に確保される」「他の省庁がシングル・ウィンドウ導入のための環境を整備する」が設定されて

いる。上位目標の達成には、ベトナム側の自助努力に依存するところが大きく、特に運用保守

に係る人員・予算の継続的な確保がなされない限り、上位目標を達成することができない。よ

って、上位目標の達成に向けて、ベトナム政府が本システムの安定的・持続的な稼働に必要な

予算及び人員を継続的に確保しているかどうかを協力期間中から確認する。 

また、シングル・ウィンドウについては、その本格導入がなされていなかったとしても、シ

ステム自体が稼働できないわけではないが、貿易円滑化にとって非常に重要な要素になる。協

力期間中においても、将来的なシングル・ウィンドウ導入に向けた各省庁との検討等を行うこ

とになっているが、当該活動の進捗や各省庁の動向についてモニタリングを行い、必要に応じ

て対応策を検討することが望ましい。 
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３－３－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、以下のとおり期待される。 

（1）政策面 

上記妥当性でも述べられているとおり、「2020年までの税関近代化戦略」（2011年3月25日

付首相決定）に基づき、通関に関する法制度及び業務プロセスの見直し並びにこれに対応

したITシステムの導入を通じた税関の近代化が進められており、当該戦略に基づき、ベト

ナム側のシステム構築を通じた税関近代化に対する積極的な姿勢は今後も続くものと考え

られる。 

 

（2）組織・財政面 

GDVCにおいて、VNACCS・VCISの運営維持管理を担当する税関情報技術・統計局の現

職職員を中心に70名程度のカウンターパートが継続的にプロジェクトにかかわる予定であ

り、これら職員がプロジェクト終了後も継続的にかかわることで組織的にノウハウが蓄積

されることが期待される。 

また上記２－３－２にて記載のとおり、本システム導入に向けGDVCは組織をあげて必要

な予算を確保しており、今後引き続き貿易量増加に伴って税収が確保されれば、それに応

じて認められる予算も確保されることが期待される。 

 

（3）技術面 

上述のとおり、プロジェクト期間を通じて70名程度のカウンターパートが継続的にプロ

ジェクトにかかわる予定である。加えて、プロジェクトにおいては、今後の持続性確保の

ため、ベトナム側カウンターパートの主体的な活動を終始促し、日本人専門家が知識・ノ

ウハウ面での提供を通じて側面支援する形式で、実践を通じた知識・ノウハウの蓄積及び

マニュアル等の成果品の作成を図ることとしており、これらカウンターパートへの技術の

定着も図られると期待される。 
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事業事前評価表 

 

国際協力機構 産業開発・公共政策部 行財政・金融課 

１．案件名                                     

 国 名： ベトナム社会主義共和国 

 案件名： 通関電子化促進プロジェクト 

 Project for Promoting E-Customs in Vietnam  

 

２．事業の背景と必要性                              

（1）当該国における公共財政セクターの現状と課題 

ベトナム社会主義共和国（以下「ベトナム」）は、1986 年のドイモイ（刷新）政策導入

以降、継続的に経済成長を達成してきており、2009 年の実質 GDP 成長率は 5.3％、2010 年

は同 6.7%と東南アジア地域の中でも比較的高い成長を達成している。この背景には 2007 年

1 月の WTO 加盟以降、急速に伸びた外国直接投資があげられるが、これに比例し、輸出入

量も年率 10%を超える伸びを見せるなど飛躍的に増大して通関手続きの効率化がますます

求められている。また、域内の貿易促進のため、東南アジア地域各国は、2010 年 10 月 28 

日にハノイで開催された第 17 回ASEAN 首脳会議において、ASEAN 域内における物理的、

制度的及び人と人との連結性の強化を図る「ASEAN 連結性マスタープラン」を採択するな

ど、2015 年までの ASEAN 共同体実現のための取り組みを継続的に進めている。 

このような状況の下、べトナムは、国際物流の著しい増大及び高度化に適切に対応し、

自国の投資・ビジネス環境整備につなげるべく、2012 年までのナショナル・シングルウィ

ンドウ1実用化や通関手続きの簡素化・国際的調和化といった税関行政の近代化を強力に推

進している。ベトナム税関総局（以下「GDVC」）は、「税関近代化 5 か年計画」に基づき、

必要な法・体制整備や人材育成等を行ってきており、加えて通関手続きにかかる包括的な

IT システム構築も重要な戦略として位置づけている。しかしながら、現在は GDVC が独自

に開発した通関システムを活用するにとどまっており、ナショナル・シングルウィンドウ

機能を含む包括的な通関 IT システム構築が急務の課題となっている。 

かかる背景の下、GDVC は、我が国財務省関税局をはじめとする関係機関が使用してい

る輸出入・港湾関連情報処理システム（以下「NACCS」）および通関情報総合判定システ

ム（以下「CIS」）の技術的優位性に鑑み、NACCS 及び CIS 技術を活用したベトナムにお

ける通関 IT システム（以下「VNACCS・VCIS」）構築に関し、我が国に対する無償資金協

力を 2011 年 9 月に要請し、2012 年 2 月の閣議で実施決定された。 

システム導入に当たっては税関分野における既存の法規制や業務プロセスを見直すとと

もに、新システムについての関係者への周知・説明等、同システム導入に向けた周到な検

討・準備が必要となるため、ベトナム政府は当該課題に対応するための体制作りや人材育

                                                  
1 シングル・ウィンドウとは、輸出入者等の利便性を一層高めるため、通関、検疫等の輸出入手続や港湾

手続について、一回の申請で複数の手続を行えるようにすることをいう。 
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成にかかる技術協力プロジェクトを要請した。 

 

（2）当該国における公共財政セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ベトナムは、「2020 年までの税関近代化戦略」（2011 年 3 月 25 日付首相決定）において、

IT 技術に基づき、リスクマネジメント手法を広く適用した、国際慣行と調和した透明で簡

素な税関手続きを実現した、ASEAN 内先進諸国と同等の近代的な税関を構築することが全

体目標としている。 

GDVC では、同戦略の下、法制度及び業務プロセスの見直し並びにこれらに対応した IT

システムの導入を通じた税関の近代化に取組んでおり、我が国の NACCS/CIS の技術を活用

した VNACCS・VCIS の構築を目的とした無償資金協力および本事業は、当該取組みの中核

に位置づけられている。 

なお、同戦略においては、2015 年までにすべての主要税関官署の通関手続きを電子化し、

電子通関手続きの利用割合を全輸出入申告数の 60%、全徴収税額の 70%、全申告企業の 60%

とすることを目標としており、更に 2020 年までにはすべての税関官署の通関手続きを電子

化し、電子通関手続きの利用割合を全輸出入申告数の 100%、全徴収税額の 90%、全申告企

業の 80%とすることを目標としている。また、ナショナル・シングルウィンドウ利用によ

る輸出入許可を 2015 年には 50%、2020 年には 90%とすることも目標としている。 

また、ASEAN においては、2015 年までに ASEAN シングルウィンドウを構築することを

目指しており、その前提として、ベトナムにおいては 2012 年までにナショナル・シングル

ウィンドウを導入することとしている。 

 

（3）公共財政セクターに対する我が国および JICA の援助方針と実績 

2009 年 7 月に策定された対ベトナム国別援助計画では、「WTO への加盟や日越 EPA 署

名を受けた一層の経済統合・貿易円滑化・投資促進のために、統計、知的財産権、税関、

税務等の、市場経済の基盤となる経済制度の整備・運用を支援する」としており、本事業

は右方針に合致する。また、事業展開計画に掲げる開発課題のうち「ビジネス環境整備・

民間セクター開発」の一環として、税関行政の改善に取り組むこととしている。 

また、国境を跨いだ物流の円滑化・迅速化を通じた地域協力・地域統合の推進について

は、我が国政府としても、アジア諸国と日本のシームレスな物流の実現を目的とする「ア

ジアカーゴハイウェイ構想」を貿易円滑化の共通目標としてアジア各国と共有し、その実

現を目指すべく具体的な支援を展開してきている。2010 年には、我が国は日・ASEAN 首脳

会議や APEC 財務大臣会合の場で、域内の貿易円滑化を促進するため ADB を通じた 2,500

万ドル規模の支援策を表明し、また JICA と我が国財務省関税局、アジア開発銀行（ADB）、

世界関税機構（WCO）が連携して、アジアの更なる貿易円滑化による連結性向上を追及す

べく、支援対象国ごとの協力計画を整理し、課題に応じた連携支援を進めているところで

ある。本件は同構想の一環の支援として位置づけられる。 

なお、ベトナムに対する税関分野支援としては、これまで「税関行政近代化のための指
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導員養成プロジェクト（2004-2007）」、「メコン地域における税関リスクマネジメントプロ

ジェクト（2007-2010）」、「税関行政官能力向上のための研修制度強化プロジェクト

（2009-2012）」を通じ、通関手続きの適正化・迅速化のための人材育成を行ってきている。 

 

（4）他の援助機関の対応 

世界銀行は 2005 年～2011 年にかけて、税関当局の実効性、効率性、説明責任、透明性の

改善を通じた、貿易の促進、歳入徴収額の増加を図るため、包括的な通関電子システムの

構築を含む「税関近代化プロジェクト」を実施してきたが、GDVC との間の方向性の違い

等により大幅に遅れ、所期の目的を達成しないまま中止となっている。 

 

３．事業概要                                   

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、VNACCS/VCIS 導入にあたって、法規程の整備及び GDVC の人材育成や体制

整備を行うことにより、当該システムの円滑な運用維持管理を図り、もって通関手続きの

迅速化・効率化に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

ハノイ／ベトナム全国 

 

（3）本事業の受益者（ターゲット・グループ） 

本事業のターゲット・グループは、GDVC 職員から構成されるワーキング・グループ

（WG）約 20 名 VNACCS・VCIS。 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 4 月～2015 年 3 月を予定（計 36 ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

 4.81 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

財務省 ベトナム税関総局（General Department of Vietnam Customs: GDVC） 

 

（7）投入（インプット） 

1） 日本側 

① 長期専門家派遣：チーフ・アドバイザー/税関行政、システム運営管理、業務調整（最

大 3 名×36MM） 

② 短期専門家派遣：法規程規定・通関業務プロセス見直し、IT 等プロジェクトの効果的



4 

－32－

実施のために必要に応じて派遣 

③ 本邦および/または第三国研修：プロジェクトの効果的実施のために必要に応じて実施 

④ 機材供与：プロジェクト活動に必要な資機材の供与 

⑤ 現地活動経費 

2） ベトナム側 

① カウンターパート配置（Project Director、Project Manager、Working Group） 

② プロジェクト事務所：プロジェクト実施に必要な JICA 専門家執務室、施設設備など 

③ 運営・経常経費：ワークショップや説明会等に係る経費（含むカウンターパートや参

加者の旅費・交通費）、電気・水道などの運営費など 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：本件は、VNACCS・VCIS 導入に伴う法規程やビジネスプロセス

の改善を通じて GDVC の人材育成および体制整備を図るものであり、環境社会配慮上

の影響は生じない。 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

特になし 

3）その他 

  特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

我が国はベトナムにおいて、NACCS 及び CIS 技術を活用した電子通関システム

（VNACCS・VCIS）を構築することにより、通関手続きの迅速化・効率化を図るための

無償資金協力事業を実施予定であり、2014 年 3 月をめどに、全国の税関 33 官署に同シス

テムが導入される予定。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

上記２．(4)の世界銀行による支援に加え、米国国際開発庁が 2010 年にナショナル・シ

ングルウィンドウ実施にあたっての法令・規則にかかる課題の特定にかかる技術支援を

提供。 

 

４．協力の枠組み                                   

（1）協力概要 

1）上位目標： 

ベトナムにおける貿易円滑化が進展する。 



5 

－33－

指標： 

・ 通関所要時間が簡易審査で 3 分（申告から許可まで）、書類審査で 15 分（書類審査開

始から書類審査終了まで）になる。 

・ 貿易手続きの効率化指標2が改善する。 

・ 複数の省庁がシングル・ウィンドウに参加する。 

 

2）プロジェクト目標： 

VNACCS・VCIS が円滑に稼動・維持管理されるための環境が整備される。 

指標： 

・ 輸出入申告件数のうち VNACCS を通じた申告件数の割合が X％になる。 

・ 税関当局に対する税関手続き処理に係るクレームが減少する。 

・ VNACCS・VCIS が適切に維持管理され、目標の稼働率 99.9％が達成される。 

 

3）成果および活動 

成果 1：VNACCS・VCIS の利用に対応した必要な法規程が整備される。 

指標： 

1-1 必要十分な法規程が制定される。 

活動： 

①制度、通関業務プロセス変更に伴って変更が必要な法規程の特定、②改訂案の作成、

③改訂案にかかる関係機関との協議 

 

成果 2：通関担当職員が VNACCS・VCIS を適切に利用するために必要な知識・スキルを

獲得する。 

指標： 

2-1 VNACCS・VCIS 利用に係る説明会受講者数が通関担当職員の X％になる。  

2-2 通関担当職員向け業務処理ガイドラインが作成される。 

活動： 

①システム開発の各段階（詳細設計段階、詳細設計確定段階、試験段階）における通関

担当職員向け説明会用資料の作成、②説明会を実施する講師の育成、③システム開発の

各段階における説明会の実施、④VNACCS・VCIS の円滑な運用に向けた幹部職員への説

明、⑤通関担当職員向け業務処理ガイドラインの作成 

 

成果 3：VNACCS・VCIS を適切に運用・維持管理するための体制が整備され、必要な人

材3が育成される。 

指標： 

                                                  
2世界銀行が隔年公表しており、各国の通関手続きの効率性に関する評価値が示されているロジスティク

ス・パフォーマンス・インデックス（LPI）を活用する。 
3 主な対象は税関情報技術・統計局職員 
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3-1 VNACCS・VCIS 導入に向けた関係省庁との協議回数。 

3-2 VNACCS 利用者向けヘルプデスクが整備される。 

3-3 システム運営・問題処理にかかるマニュアル等が整備される。 

3-4 システムエラーの発生・対応件数。 

活動： 

①システム詳細設計の審査、②シングル・ウィンドウ導入に向けた工程表案作成と関係

機関との協議、③システム運用・維持管理担当者の育成とヘルプデスク等体制整備、④

システム運用・維持管理にかかる問い合わせ対応や問題処理への体制整備と実施、⑤2020

年の税関分野における IT 活用に向けた適切なマスタープランの作成など 

 

成果 4：民間利用者4が VNACCS を適切に利用するために必要な知識・スキルを獲得する。 

指標： 

4-1 VNACCS 導入にかかる説明に参加した民間利用者が X 社、X 名になる。 

4-2 VNACCS の概要及び利用方法を理解する民間利用者の割合が X％になる。 

4-3 民間利用者向け業務処理マニュアルが作成される。 

活動： 

①システム開発の各段階（詳細設計段階、詳細設計確定段階、試験段階）における民間

利用者向け説明会用資料の作成、②システム開発の各段階における説明会の実施、③民

間利用者向け業務処理マニュアルの作成 

 

成果 5：適切な情報管理体制5が整備される。 

指標： 

5 情報管理マニュアルが整備される。 

活動： 

① 情報管理規則の策定、②情報管理体制の整備、③情報管理マニュアルの作成 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・ 本事業は、VNACCS・VCIS 導入後、GDVC 自らが運用・維持管理できるようその人

材育成や体制整備を行うものであり、プロジェクト活動を通じた知識や経験の蓄積が

不可欠となる。したがって、各活動はベトナム側カウンターパート（ワーキング・グ

ループ）が主体的に活動し、日本人専門家が適宜助言・支援することにより協働を通

じた技術支援を行うこととする。 

・ したがって上記を達成するために、必要十分な GDVC 側カウンターパートの配置が

必要である。 

・ 各指標の目標値（XX %/人など）は、ベースライン調査実施後に具体的な数値を設定

                                                  
4 主な対象は輸出入業者、通関業者、銀行等 
5 貨物のリスクに応じた税関手続きを行うための判定基準等について、密輸取締・捜査局等が情報漏えい

等を適切に防ぐための管理を行うための体制 
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し、合同調整委員会（JCC）6にて承認を得る予定である。 

・ 本事業は 2012 年 4 月から 2014 年 3 月の間で実施予定の無償資金協力事業に連携・補

完するプロジェクトとして位置づけられる。同無償資金協力事業は、調査結果を踏ま

え実現可能な工程が計画されているが、その進捗が遅れた場合においても、本事業の

協力期間 3 年間での完工が想定され、本事業の活動内容に影響は生じない。 

 

（2）その他インパクト 

本事業を通じて VNACCS・VCIS を適切に運用・維持管理する体制が整うことで、ベト

ナムにおいて恣意性を排除した適切な税関行政が行われ、ひいては国際競争力の強化に

つながることが期待される。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）                  

（1）事業実施のための前提 

・ VNACCS・VCIS 導入に向けた無償資金協力支援が開始される。 

・ VNACCS・VCIS 導入にかかるベトナム側負担事項が適切に履行される。 

（2）アウトプット達成のための外部条件 

・ カウンターパートの人事異動が頻繁に起こらない。 

・ 関連法規定の整備に対し、関係省庁等が反対しない。 

・ 民間利用者が VNACCS・VCIS の導入に反対しない。 

・  

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ VNACCS・VCIS の開発・導入が計画通りに行われる。 

・ VNACCS・VCIS の運用保守にかかる人員・予算が確保される。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・ VNACCS・VCIS の運用保守にかかる人員・予算が継続的に確保される。 

・ 他の省庁がシングル・ウィンドウ導入のための環境を整備する。 

 

６．評価結果                                     

本事業は、ベトナムの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、

また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                      

同国に対する「税関近代化のための指導員養成プロジェクト（2004 年 8 月～2007 年 8 月）」

では、同じ短期専門家をシャトル形式で累次にわたって派遣することで、日本人専門家と

ワーキング・グループとの間での良好な人間関係構築に寄与するとともに、ワーキング・

                                                  
6 JICA やベトナム財務省等双方関係機関の代表で構成され、プロジェクトの進捗や成果を確認するととも

に、活動の方向性について議論するための委員会として年 1 回程度開催される。 



8 

－36－

グループ・メンバーの能力習得状況の適時モニタリングによる継続的な技術支援が可能と

なった。 

本件については、VNACCS・VCIS 導入後、ベトナム側が自ら運用・維持管理できるよう

な能力・体制を整備していく必要があるため、不断の改善に向けたきめ細やかな支援が必

要になるところ、上記教訓を活かして、極力同一の専門家が比較的長期にわたり関与でき

るような投入を行う。加えて、本事業においてもワーキング・グループを設置する。 

 

８．今後の評価計画                                   

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

 

以 上 
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